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第57回大会後の学会組織の運営について

－現状認識とご協力のお願い－

実践経営学会会長井形浩治(大阪経済大学経営学部）

I.本学会「規約」が抱えるいくつかの重要な矛盾

（1）「会員の選挙」による理事の選出

本学会の規定では、3年に1度、「会員による理事選挙」が行われ、30名（以内）の理事が生まれる。

「理事」の職務ないしは役割は、現行規定では、その第13条に「理事は、理事会の審決に参加するととも

に、常任理事の執行を補佐する」と規定されている。このことから会員による選挙によって理事が選出さ

れ、その中からまず「会長」が互選され、さらに会長によって「副会長」が指名・嘱任され、続いて執行機

関としての常任理事会を構成する「常任理事」が互選される。そしてそれ以外の「理事は理事会の審決に

参加するとともに、常任理事の執行を補佐する」ものと規定されている。

本学会ではこれまで、先人たちの知恵により、理事選挙にあたっては、立候補制をとることは望ましくな

いものときれてきたことから、理事は会員選挙による、“役員就任をお願いしたい人”として選出されるこ

とになっている。そしてその選出結果に対して、きわめて特別な事情にある者を除いては、理事が引き受け

られていくことから、ここまでには大きな問題はなかったものとも言えよう。しかし、立候補制をとってい

ないことから、選挙にあたっては、被選挙権者名簿が配布されるだけで、それぞれの専門も、研究実績も、

所属機関も、学会在籍年数も、さらに年齢と経歴さえも示されない。

「理事」とは“学会運営の責任を有する者”であることは言うまでもないが、現行の規約においては、

「理事会に参加して審議、評議、提案をする」機能だけが実質化している感がある。今後はすべての理事

に、学会の運営に、何らかの形でご協力いただけるような仕組みを考えたいと思う。

（2）「執行機関」

第二に、本学会の規定には、理事会においてどのような事業が企画されたとしても、それを実行するた

めの「執行機関」が明確に規定されていない。常任理事がそれぞれに地理的に離れていれば、日常的に有

効な協力関係を組めるかどうかは疑問である。その結果、「会長」と「事務局長」の二人だけが実質的な

執行機関を担わざるを得ないことにもなる。そのためにこの2人には激務が押しつけられる。ただでさえ時

間がない中で、さらに会務に追われ、もちろん無報酬|である。現役の大学教員がこれを担うことは、すで

に、ほぼ不可能になっていることは大方の理解であろう。特に、「会長は、本会を代表し、会務を統理す

る」と規定されているが、本務を相当程度まで犠牲にせざるを得ない会務をこなさなければならないこと

は理不尽でさえある。

(B)「常任理事」の選出

第三に、このようにして30名の理事の中から3～4名が執行機能をになうことになるが、ここからさらに得

票数を考盧して、6名（以内）の「常任理事」が選出きれて「会長」の職務を補佐しあう。他方、残り20名
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ほどの理事は、特別な役職をもたないことになる。つまり、「理事」を選挙で選び出して、その中を執行機

関と評議機関に振り分けるという方法になっている。

「理事」とは何かを、本学会の現状に照らして明確に規定することが肝要であると考える。理事会にお

いて執行責任者を位置付けて明確な執行機能を持たせることが不可欠となっているのではないか。

（4）「権限」も「報酬」もなく「責任」だけが明確に規定されている「事務局長」

第四に、「会長」に「事務局長」を指名させて、日常的事務作業のすべてを委ねることになるが、大学等

において本務を持つ会員の中にその適任者を探し出すことは、ほぼ不可能になっている。

加えて、「事務局長」は、「長」とは称されるものの、事務局と事務局員が確保されていない現状におい

ては、さまざまな事務作業に四六時中、自己犠牲を強いられる。“無報酬”どころか、時間も金銭の“持ち

出し”は相当なものとなる。それなのに、心無い会員の中には、「事務局長」を学会が雇った事務員かのよ

うに仕事を押し付けたり、わずかの手落ちや対応のまずさを、厳しく非難・叱責したり、過重な負担を強い

る会員まで現れる。「権限」も「報酬」もないところに「責任」だけを押し付ける方法は、理論的にも実践

的にも破たんしている。

（5）「事務局」の場所

第五に、これまでは規定を設けてでも、事務局を「会長」の研究室などに置かせてもらってきたのである

が、大学の経営自体が厳しさを増すなかでは、このことは急速に困難さを増している。少なくとも、これま

でのように「会長」に付随させて事務局を持つことが困難になってきている。事務局を固定する事が望ま

しいにもかかわらず、会長のもとに事務局長とセットで事務局をセットで確保することは、ますます難しく

なっているということである。

以上のように、「選挙で選ばれたから」という理由で、特定の会員に多大な犠牲を強いる運営体制はす

でに限界にあることは明らかである。組織の運営を、選挙によって確定した役員がお互いに力を合わせて

運営していくという方法は、ある意味で“理想”と言えるのかもしれないが、役員が全国に散らばっていれ

ば、“絵に描いた餅”に過ぎない。

しかし、解決策はなかなか見つからない。当面は、役員を担っていただける人の個人的犠牲を、極力、

小さくする運営方法が案出されなければならないと考える。

現行の「規約」は、どうみても役員に大きな犠牲を強要し、しかも、活動を抑制するための“取締的”性

格になっている。「会長」ですら、学会を発展に導くための行動は、その他の多くの会務によって制約され

ている。そこで学会運営の方法を、以下のように変更することが、この学会の将来にとって妥当であると考

えるものであり、必要ならば「規約」を部分改定することに会員のご理解をお願いしたい。

Ⅱ､学会経営のための規約改定（案）

（1）「会長｣の職務を､｢本会を代表すること｣に限定して､｢会務を統理すること｣を分離･独立させる。

日常的な会務が、安定して進められていく事務局体制を確立することが不可欠である。

会則第10条には、「会長は、本会を代表し、会務を統理する」と規定されているが、勤務する大学など

において、教育、研究、学内行政などの本務を持つものにとっては、「会務を統理する」ことなど、既にで

きなくなっている。したがって「会長は本会を代表して、経営学と本学会の充実・発展に寄与する」という

役割に限定し、「会務を統理する」役割は、会長とは別の機関に担っていただけるよう機関を新設すべき

であると考える。

因みに、この4月から「会長」を引き受けることになって取り組んできた仕事は、主なものだけで、以下

のようなことであった。

①学会の運営の基本方針の策定・公表②次期事業計画の作成③常任理事会の開催

④本年度の全国大会開催の支援⑤機関誌『実践経営』の刊行⑥会費の請求
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⑦会員増加策の検討と策定⑧日本学術会議との関係⑨加盟･上部組織との連携

⑩全支部会の活動統括

現状においては、理事の皆さん方に分担して協力していただかなければ、到底、なし得ないことをご理

解いただきたいと願うものである。

（2）「副会長」の職務は、基本的に「会長」と同じとして、1名とする

「副会長」は、会長の指名、ないしは会長からの委嘱によらざるを得ないが、職務は「会長」と協力し

て、執行機能を担うものとする。

(B)執行機関として「本部」を設け、「本部長」をおく

現行規定では、「事務局長の職務」は、第15条で、「事務局を組織し、常任理事会及び理事会の委嘱

した事項の事務執行を統理する」とされているが、会務の充実・拡大に伴って、これを従来通りの「事務

局」に委ねることは難しくなっている。

このような事態に対処するために、執行機関として「本部」及び「本部長」を設け、会務の統括を行える

ようにする。

（4）「本部」活動の一環を担う機関として、各地の「支部」を位置付ける

近年では「支部活動」が、本部と連携して行われる「全国大会」と同じく、重要かつ有意義な機能を果

たすようになっている。

「支部」におかれる「支部長」は、基本的には「支部における互選」が望ましいものと考えるが、最終的

には、これに「会長」及び「本部長」の意向を踏まえて、「本部」と連携して地域活動の充実をはかれるよ

うに、地域担当理事として委嘱できるようにする。（なお、現在、支部長は、必然的か偶然的か、すべてが

｢理事」となっている。）

（5）従来の「事務局長」を廃止して、当面は「本部」の中に「本部長」と「事務局長」をおく。

本部で統括する会務は、いくつかの担当セクションに分けて、それぞれに責任を分担執行していく。例

えば、「全国大会の企画」、「査読論文の募集・査読」、『機関誌・実践経営」の編集・発行、『実践経営

学会会報の発行」、「学会賞の審査」、「支部会活動の統括と充実」、その他、「会員の所属・住所などの

管理」、などである。

(S)理事の職務の改編

「理事の職務」については、現行規約では、「理事会の審決に参加するとともに、常任理事の執行を補

佐する」とされているが、より「学会の会務」にかかわる機関としての性格を鮮明にする。

これに伴い、本部長を除く5名の常任理事（名）は、当面は「常務理事」として「本部」の機能を実質的

に担い、その他の「理事」も何らかの方法で、「本部」または「支部」の機能を分担していただけるように

する。具体的には後掲の『現在の学会運営体制」をご覧ください。

（2014年8月22日開催の理事会及び24日開催の会員総会における会長見解の概要である）
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側,志災践経‘汽第52Pヘの投稿論文の募集

機関誌編集担当・常任理事井原久光

機関誌『実践経営』第52号への投稿論文（査読付き）を募集いたします。本学会では、「実践経営第46

号』（2008年8月発行）までは、査読制度が十分に確立していなかったことから、全国大会における報告論

文を、査読なしで掲載するという方法をとってきたという経緯があります。そしてその掲載論文の中で、

特に査読申請が出された論文につき個別に対処する方法をとってまいりました。しかし、それまでの会

長、副会長らの長年の努力が結実し、第47号より、「全国大会および支部研究会における報告者を対象と

して投稿論文を募集し、応募論文について2名以上のレフリーによる査読を行い、査読を通過した論文を

掲載することを原則とする」方針が、2009年9月の会員総会において承認されて現在に至っております。

同時にまた「毎年の全国大会における報告論文につきましては、そのすべてを『実践経営学研究』とし

て編集し、大会時に刊行する」方針が承認されており、第52回全国大会においてNo.1が創刊きれ、2014年

の第57回大会ではNO.6が刊行されてきました。

そこで今年もおおむね例年通り、投稿論文（査読付き）を募集いたします。

以下の『応募・執筆要綱』に基づいて、2015(平成27年）年1月23日（金）までに下記の投稿先へご応募

ください。

なお査読希望論文の応募にあたっての「査読料」の支払いは請求されません。

投稿先：〒113-0033東京都文京区本郷1-26-B東洋学園大学現代経営学部井原久光研究室内

『実践経営』編集委員会jsam.headofficee@gmail.com

『実践経営』第52号掲載の査読論文の執筆要項

1.投稿資格と提出論文の限定

(1)先の第57回全国大会（北海学園大学）または2013年9月～2014年8月末までに各地方支部会において

研究を発表した会員であること。

（2）原稿提出期限までに、その年度までの学会年度会費が納入されていること。

（3）提出できる論文は、上記(1)において報告された論文を、発表時に受けたコメントなどを踏まえ

て、文字数・図表数の増加、考察の充実等の方法により、量的にも質的にも充実させたものである

こと。ただし、論文の主旨、内容が、報告論文から大きく離れない限りにおいて、タイトルを変更す

ることは差し支えない。

（4）学術論文としての体裁を整えた原稿であること。

（参考のために『学術論文としての要件･体裁･配慮』を参照のこと)以下のような構成が一般的です。

○論文タイトル○目次○序（論）○本論（第1章、第2章…）○結論

○注（引用した文献、統計調査等、資料出所箇所の明示等、参考にした文献等

2.執筆の方法・文字数等

(1)原稿は原則としてパソコン・ワープロ・ソフトによる横書きとする。(MS-wordでお願いします）

（2）総字数は、本文、注、図表、文献リストを含めて20,000字以上、22,000字以内とする。（概算文字数

を巻頭に明示すること。総文字数の大幅な超過または不足の場合には、形式審査の段階で排除され

る）

（3）図表は、タイトル1行と注記1行を含んで、下記の要領で文字数に換算し、原則として合計でA4版の

刷り上がり2ページ以内とする。

①刷り上り2分の1ページ大の図表2,000字に換算②刷り上り4分の1ページ大の図表1,000字に換算

B.表記の方法

（1）図表原稿は本文での挿入箇所を明示して、原稿の末尾におく。（提出時）

（2）「表○タイトル」は表の上部に、「第○図タイトル」は当該図の下部に記載する。「図表○タ

イトル」とする場合には図表の上部に記載する。

（3）注記は「文末脚注」とします。
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（4）引用文献の表示は、本文中では原則として「著者名（出版年）で表示するし、原稿の終わりに文献目

録をアルファベット順に表示する。また必要に応じて若干の参考文献も列挙できる。

（5）引用文献・参考文献の表示は以下の通りとする。

①雑誌等に掲載された論文の場合：執筆者名（出版年）、「論文題名」、『掲載誌紙名』、巻号、引

用箇所(pp.00-00)

②単行書籍の場合:執筆者名（出版年）、書名、出版社、引用箇所(pp.00-00)とする。

（6）執筆原稿には表紙をつけ、①論文題名（和文と英文）、②投稿者氏名（和文と英文）、③所属機関

（和文と英文）と肩書き、④住所、電話･FAX番号､⑤E-メール等の通信連絡先を記載すること。

（7）論文原稿の本体には、冒頭に、論文題名、氏名、所属機関を明示すること。大学院生の場合は「○

○大学院○○課程」を明記すること。

（8）論文には4～5つのキーワードを表示する。

4.投稿の方法

(1)投稿は、基本的には電子媒体(CD、DVD等）によること。

（2）査読用としてハードコピー3部を提出すること。（掲載の可否にかかわらず、提出された原稿の返却

は行わない）

（3）書留郵便により送付すること。

5．その他、ご了解いただきたい関連事項

(1)「論文査読」は、原則として編集委員長が委嘱する2名以上のレフェリーによって行われる。詳細は

「実践経営学会査読内規」による。

（2）「査読の目安」は、①推論の論理性､②資料の扱い方､③先行研究・既存学説の理解､④独創的な

着眼および技法、⑤文章表現、⑥問題提起および結論の明確性、⑦参考文献および、参照の適切

性、などである。

（3）原稿掲載の最終決定は、レフェリーからの審査報告書に基づき、機関誌編集担当常任理事が行い、

会長に報告され、その後、投稿者に連絡される。

（4）査読の結果は「掲載可」または「掲載不可」のいずれかとし、「修正のうえ、再査読」という結果

は、本会としては有していない。なおレフェリーの査読結果が異なる場合においては、担当常任理

事が最終決定を行う。

（5）「掲載不可」となった場合には、編集委員会を通じて、「文献の探索が不足」、「論理構成に問題あ

り」など、簡単な査読結果が伝えられる。

（6）査読プロセスを通過し、掲載が決定された原稿については、編集作業上の必要から、改めて最終原

稿の提出が求められることがある。

（7）執筆者校正は原則として初校のみとする。

（8）投稿原稿の不採用が決定される前に当該原稿を他の媒体に発表したり、公刊することは許されてい

ない。

*学術論文としての要件・体裁･配慮

研究成果を公表する際に下記のような配盧をすることが、研究論文の質の向上につながるだけでなく、

自身の研究者としての評価を左右することになる。

以下の諸点に配慮がなきれていること。

(1)他者のオリジナリティを尊重すること

研究結果の公開にあたって、他の研究者や原著者のオリジナリティはもっとも尊重されるべきであ

り、他の研究者の著作者としての権利を侵害してはならない。また盗作や票I窃は、まさに“窃盗”行

為であり、学問上の自殺行為となりうるものである。したがって「自分のオリジナル」の部分と「そ

れ以外」とを明確に区別し、他から得た情報は情報源を明記するという原則を厳守すること。

(2)先行研究を尊重すること

学術論文を執筆する際には、先行研究を適切にふまえ、しかもそのことを論文の中で明示する必要

があります。先行研究やその問題点をどのように理解しているかを示すことは、自分の問題意識や問

題提起のオリジナリティやその学問的意義を他者に明確に伝えるうえでも不可欠である。重要な先行
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研究に言及しないことは勉強不足を露呈するだけでなく、フェアな態度とはいえない。

(3)引用にあたっての基本原則を踏まえること

他者の著作からの引用は，公表されたものからしかできない。研究会でのレジュメや私信など、公

開されていないものから引用する場合には、引用される側の許可が必要である。

引用に際しては、①引用が必要不可欠であること、②引用箇所は必要最小限の分量にとどめるこ

と、③引用文と地の文を明確に区別すること、④原則として原文どおりに引用すること、⑤著作者名

と著作物の表題・引用頁数など出典を明示する、という基本原則を遵守しなければならない。

(4)「引用」と「使用」を区別すること

オリジナリティの高い図表や写真・絵画・歌詞などを使用する場合は、法律用語としては「引用」

ではなく、他者の著作物の「使用」にあたる。その場合には、当該図表・写真・絵画・歌詞などの著

作権者から使用の許諾を受けなければならない。

(5)「二重投稿」をしないこと

同一、あるいはほとんど同一内容の論文を、同時に別々の雑誌に投稿することは「二重投稿」とし

て禁じられている。学術雑誌の場合には、投稿論文は未発表のものに限られる。

（本文は日本社会学会HPから引用）

第571,1全l｣§l人云を振返る

大会実行委員長菅原浩信(北海学園大学）

実践経営学会第57回大会は、2014年8月22日（金）～24日（日）の3日間、北海学園大学豊平

キャンパスを中心として開催されました。この時期は，いわゆるハイシーズンで、航空券や宿泊施設の確

保が難しかったそうですが、それでも全国各地から70名近くの参加者がありました。

今回の大会では、統一論題のテーマとして「企業・行政･NPO間の戦略的協働による地域経済活性化」

を掲げ、農商工連携88選などに選ばれた「江別麦の会」を取り上げ、立場の異なる企業、行政、NPO

が、それぞれどのように戦略的協働を展開していったのかを明らかにしようと試みました。

この戦略的協働のキーパーソンである、江別麦の会会長の片岡弘正氏、コムギケーション倶楽部スーパ

ーシニアバイザー（江別製粉株式会社元常務取締役）の佐久間良博氏、株式会社菊水代表取締役社長の

杉野邦彦氏、江別市企画政策部広報広聴課長の大川直久氏の4氏がそろった基調講演というのは、地元・

江別市でもなかなか実現しないことなのだそうです。ご多忙にもかかわらず、ご講演いただいた講師の皆

様には、厚くお礼申し上げます（とりわけ杉野社長には，企業見学会で工場見学をきせていただくととも

に、「えベチュンら－めん」「江別小麦めん」のお土産までいただきました）。

戦略的協働をどこまで明らかにできたかはわかりませんが、いわゆる川上から川下まで一貫した取り組

みにより、江別小麦めんという商品が生まれ、地域経済はもちろん、教育（食育）などにも様々な波及効

果がもたらされたという今回のケースは、全国的にも珍しいものであります。今後、地域経済の活性化を

考える上で、大変参考になる取り組みであるといえるでしょう。

ところで、今回の大会では，理事会の開催等について菊池真一先生にお願いしましたが、開催にむけた

様々な準備を一会員である私がやらざるを得ませんでした。毎回そうなのでしょうが、開催に至るまでは

（もちろん開催時も）トラブルの連続でありました。いろいろと精神的に堪えることもありました。そうし

た中、井形浩治会長、平野文彦前会長、田中敬一先生には、様々なアドバイスやご協力をいただきまし

た。また、伊佐淳先生には、無理を申し上げ統一論題の司会進行を引き受けていただきました。その他、

様々な先生に、一方ならずお世話になりました。この場をお借りしまして、厚くお礼申し上げます。なお、

当日は、様々な学内事情による制約に加え，私と学生スタッフだけの運営で、何かと行き届かない点があ

ったかと思いますが、何卒ご容赦いただきたくお願い申し上げる次第であります。

私事ですが、本学会に入会させていただいたのは、企業に勤務しながら、大学院博士後期課程に入学し

た17年前のことであります。当時（現在もそうでしょうが）、学位論文執筆のためには、査読付論文3本

が必要であり、これをクリアするのに苦慮しておりました。そこで、当時の事務局長であった廣井孝先生

回
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にご相談したところ、学会誌に投稿する論文の審査をしていただけることになり、結果としてこのハード

ルをクリアできたのであります。第57回大会の開催をお引き受けしたことで、廣井先生からいただきまし

たご恩をほんの少しでもお返しできたとすれば、この上ない喜びであります。

最後に、今回の経験をふまえ、今後、全国大会が各地で継続的かつ円滑に実施きれていくために必要と

思われることを3点ほどあげて、結びに代えさせていただきます。(1)実行委員会をサポートできるよう

に本部事務局の体制を構築する（とりわけ会員間の連絡・調整機能を強化する）、（2）理事会内にプロ

グラム委員会を設置する（自由論題プログラムの作成を実行委員会から切り離し，負担の軽減を図る）、

（3）全員参加型の大会運営が必要であるという意識を醸成する（期限厳守等により円滑な大会運営へ会

員全員が協力する、できるだけ多くの会員が何らかの役割を担う）。

皇工表A：＜を,’．'Iして第571,il令|上1人公企業兄学会

角田光弘拓殖大学商学部准教授

札幌市では最早初秋を思わせる8/22(金)の午後、札幌駅北口に集まった私たち参加者は、貸し切りバス

にて一路、江別市に向かいました。

まず到着したのは,江別市民会館レストラン「マキシドルパ」。こちらで、身をもって知るため、江別産

小麦「ハルユタカ」で作られた「江別麺」の創作メニュー3種類をいただきました。初めは「ガーリッ

ク」。目の前で江別麺が盛られたおⅢにガーリック・オイルが注がれ、その際の「ジュー」という音に何と

も食欲がそそられました。

次は「粕白シチュー」、さらには「たらこ麺」と、おかげさまで正に目から鱗が落ちるメニューを堪能さ

せていただきました。

次に向かったのは、株式会社菊水様の本社工場。到着後、江別産小麦「ハルユタカ」と石狩川の伏流水

との恵みである「江別麺」の4層圧延工程を見学させていただき、江別産小麦「ハルユタカ」のグルテン成

分が熟成されていることを知ることができました。

そして、代表取締役社長・杉野邦彦様から、ユーモアたっぶりに、日本最大の食料供給地・北海道という

「地域環境」を生かした経営の取り組みに対する熱い想いを伺いました。

特に印象に残っていることは、人づくりに関する「菊水の3つの気合い」（=行動の源の「やる気」、成

長の源の「元気」、力の源の「本気」）です。これらは、決して精神論のお話しではなく、「経営には天才

はいらない。凡人が力を合わせて非凡なことを行うのが経営。よい人がよい会社を作り,よい会社がよい商

品を作ることから、何よりも人づくりが重要。」とのお考えに基づいているとのこと。同社の人づくりの実

践を通して、社是の「信頼と創造」(信頼は変えてはいけないもの。創造は変えていくべきもの)が徹底され，

それらの結実が「チルド麺の北海道シェアNo.l、全国シェアNo.3」と拝察いたしました。

私事で大変恐縮ながら、おかげさまで、ルーツの地の1つである江別市(母方の曽祖父母の入植地)での企

業見学会から、今後の教育研究活動に向けて、大いなる元気と勇気をいただくことができ,大変感謝いたし

ております。

最後に、今回の企業見学会の実現に向けて多大なご配慮とご尽力を賜りました関係の皆さまに、この場

をお借りして、重ねて厚く御礼申し上げます

回



弟46期平成25年皮戈践経営"′・学会賞について

学会員審査委員会

委員長大島俊一

1．学会員の審査対象

今(2014)年度の学会賞等に伴う審査対象としての研究業績は、著書3冊、ならびに論文8篇（同(NO

51、2014年6月1日発行）掲載論文）、の合計ll篇（著書3冊、論文8篇）であった。

審査の対象となる著書・論文は、「会員が、前年度に於いて、本学会大会（支部研究報告会を含む）で

報告された論文、若しくは、公刊された著書・論文」である。

2．学会員選定

対象著書・論文を委員会において慎重に審査した結果、以下の著書を学会賞として選定した。

学会員

名東賞

学術研究

奨励賞

回

l著書･論文名

該当なし

1黒川和夫(2013)『企業向けマーケティングと組織購買行動』(五紘舎2013.9）

特質は､全体構成が一貫して考察されている点にある｡何よりも冒頭に本書の仕組みと題された

パースペクテイブがチャート化されている点が新しい｡ここに論文としての流れが組み立てられてお

り､長年の成果としてまとめ上げられたという思いが十分表れている｡一読後も従来的な組み立ての

専門書としてだけではない論証の起点の多さが際立っていると感じられる｡学位申請論文としてま

とめ上げたとあるが､新規性と論旨追究の観点から､当学会の理論ベースに十分合致し､学会賞の

趣旨に該当するものとして､優れた業績であると判断する。

1.岩田智(2013)｢北東北における農山村振興目的の第三セクターとPFIj(ブックウェイ2013.11)

今回の研究成果は､行政絡みとなるが地域振興の現状と課題解決に向けた実証研究として評

価に値すると考える｡内容的には､今少し具体例への解説や捉えかたに対してページが欲しいとこ

ろであるが､政策的な観点からの考察を旨としていると判断した。

地域振興に寄与する研究の成果を具体的､実務的検証に基づいて纏めた貴重な一書である｡は

しがきに続き､第1章においては､第三セクターの歴史及び研究史における特徴､第2章においては、

地域振興に係る第三セクターの特徴一岩手県の事例､第3章においては､岩手県における第三セ

クター概況､第4章においては､ポスト地域振興策としてのPFI方式の活用事例一岩手県金ヶ崎町

の事例一､第5章においては､北東北における初期のPFI事業計画として､青森県､秋田県､岩手

県の事例を豊富な参考資料とともに述べている。

本書は､地域振興の重要性につき､学術的視点から取り組み､具体的､実証的視点に立脚して

その一般性を導き出そうとする点に､学術奨励賞としての価値を見出し､さらなる今後の研究に期

待できる。

2.森下あや子(2014)論文『組織改革を促進するサービス供給者と受給者の有機的な相互作用』

(『実践経営No.511)9-17頁

筆者は｢組織改革を促進するサービス供給者と受給者の有機的な相互作用｣として研究対象と

して挙げ､具体的には食品小売業を事例にして主題の解明を考察している｡本論文の特質は､経

営者､従業員､顧客･取引先の三者のインタビューを下に展開されていることであるが､その解釈と

分析方法及び結果としてのまとめ方に新規なものを感じる｡特にキーグラフとして提示されている図

案は多少我田引水の向きもあるが､それ以上に現場での当事者間と組織人としての職掌からのコ

ミュニケーション間の様子がうかがえるだけに､研究報告としての価値は､学術研究奨励賞に値す

ると考える｡内容的には全体構成と細部の論証との整合性も高く､院生の研究論文としてはかなり

レベルの高いものであると考える。



瓜負の異動入ム･退ム2014.6.1～2014.9.30

入会会員B名(敬称略）

お名前 ご所属 推薦人 担当支部

白雲栄 ㈱ルートワン･パワーSTORE販売

望月義人 早稲田大学総合研究機構招聰研究員

津野孝 静岡大学事業開発マネジメント専攻科

藤井
_■一

旱 ㈱日立製作所産業ｿﾘｭー ｼｮﾝ営業本部部長代理

石川夕起子 関西国際大学人間科学部経営学科専任講師

野林晴彦 金沢大学大学院(科目別履修生）

上野恭裕 関西大学社会学部教授

信川景子 金沢星稜女子短期大学部経営実務科講師

退会者2名（敬称略）

福永晶彦堀初子

日野隆生(大阪国際大学）

田中敬一(近畿大学）

白土健(大正大学）

平野文彦(日本大学）

横澤利昌(ﾊﾘｳｯド大学院大学）

後藤俊夫(日本経済大学）

井原久光(東洋学園大学）

岡星竜美(東京富士大学）

竹田茂生(関西国際大学）

田中敬一(近畿大学）

谷畠範恭(金沢星稜大学女子短期大学部）

濱田峰子(金沢星稜大学女子短期大学部）

横澤利昌(ﾊﾘｳｯド大学院大学）

後藤俊夫(日本経済大学）

谷畠範恭(金沢星稜大学女子短期大学部）

濱田峰子(金沢星稜大学女子短期大学部）

夫践経寓予ム第48期(平成27年度)‘喋計111

関西

関東

関東

関東

関西

北陸

関西

北陸

入会日

2014/6/10

2014/6/10

2014/7/1

2014/7/20

2014/8/20

2014/8/20

2014/8/22

2014/9/16

(2015年4月1日～2016年B月B1日）

1．「事務局機能」の「本部機能」への格上げによる一層の充実

事務局機能改革の方針に則り、新しい運営体制を構築する。

また、学会活動戦略立案のための前提となる「会員データベースの整備」（学会運営のために必要な会員

の情報の整収集・整備）を行う。

2支部会による研究発表会等の活動支援

学会本部は支部長と連携し、各地域支部の研究発表会への支援、支部長との連携強化等を通じ支部活

動のさらなる充実を図る。

B.課題別研究会活動の成果発表を当面中断する

4.研究成果の積極的な公表(継続）

(ア)機関誌『実践経営」（52号）の刊行

第57回全国大会（北海学園大学）及び当該年度内の支部研究会における研究発表成果を発展させた査

読論文を中心として刊行する。

(イ）『実践経営学研究第7号』（第58回全国大会における研究報告論文集）の刊行

5.年B回の学会会報の刊行(継続）

学会執行部の運営方針、学会の最近の動向等を伝える学会会報の刊行。

うち1回は全国大会プログラム。

e.ホームページの更なる充実

ﾌ第5B回全国大会の開催

亜細亜大学において2015年8月28･29･30日の3日間の予定で、夏目重美教授（関東支部長）を実行委員

長として準備を進める。

B.学会創設S0周年記念事業の準備

回



第46期収支決算書

自2013(平成25)年4月1日至2014(平成26)年3月31日
(円）

⑭

’

主な予算増減の'、X‐)-：

①論文査読料､機関誌･会報集販売収入

②1件該当あるも､支出は次期にずれ込むため。

③会報集の充実及び編集作業の外注依存度増加の為

④作業の工夫による費用削減のため

⑤支出が47期にずれ込んだため(4月1日支払）

⑥奥野基金繰入取りやめのため｡(第46期総会承認）
⑦会場費支出ゼロなど

⑧学会保存ｼｽﾃﾑデータベース化
⑨事務局電話代計上､誤配減を狙い宅急便から郵便に切り替えの為
⑩該当作2件にとどまったため

⑪実施取りやめ

⑫実施取りやめ

⑬実施取りやめ

⑭機関誌(CD版)は制作費40万円及び会報集制作費の一部10万円は､奥野基金から支出((第46期総会承認）

監査報告書

第46期収支決算書について､預金通帳その他の書類に基づいて監査した結果､収支の状況を適
正に表示しているものと認めましたので､ご報告申しあげます。

監￥松尾敏行③
監事旧口ぞス3塾

2014年(平成26年）7月12日

亀

回

収入のモ刑 支 士の部

勘定科目 実績
A

予算
B

予算比
A－B

勘定科目 実績
A

予算
B

予算比
A－B

－‘

月Ij：胡繰』塞金 8,467,223 8,467,223 0全
－

玉
一

ー

〆 く会費 450,000 450,000 0

入会金･会費収入 3,770,000 4,000,000 A230,000支笥研究発表会費 330,000 330,000 0

受取利‘農 1,240 3,500 △2,260研究曽
P

D活動支震費 0 200,0001'②△200,000

雑収入 296,177 0①296,177会報罰§行費 449,150 300,000③149,150

機関言;発行；身 1,133,340 1,200,000 △66,660

ﾎー ﾑへP-ヅ維持費 175,050 320,000④△144,950

経済学会連合会分担金 0 35,000⑤△35,000
経営関連学会協議会分担金 30,000 30,000 0

奥野記念選金繰入 0 100,000⑥△100,000

理事会費 179,754 300,000⑦△120,246

事オ努局運営費
●、巳

7，．、 459,614 300,000⑧159,614

）熊畳交通費 551,140 600,000 △48,860
町
■
‐
■

‐

唾1言費 :421,250 210,000⑨211,250
ｑ
可
可
ｑ
Ｉ肖；毛聞1費 123,369 160,000 △36,631

学会鶯攪 40,530 100,000⑩△59,470

理事這;挙運営費 155,004 300,000 △144,996

会員卒i簿発行費 0 150,000⑪△150,000

プロジェクト費 0 1001000⑫△l0q000

震災関連ｼﾝボゾｭｳﾑ費 0 300;C鮒 ⑬△300,000

雑費 13,786 50,000 △36,214

予備費 0 100,000 △100,000

支仕合計 4,511,987 5,635,000 △1,123,013

次第繰越金 8,022,653 8,022,653

I又入合言 12,534,640 12,470,723 63,917支仕 ･繰越合
’
二
一
口 12,f34,640 12,534,640

甑
』
Ｐ
Ｇ
ユ
『
４
夕 辰ラ

国
国
四
二 §口

Ｚ
卓Z

一 6,264,76040周年記念奥ｐ
■野：

ﾖミメ
＝』 萱(ヌ 菖翔 預金） 2,000,000

・
守
口
４
－
宝
。
■

一
一
一 鐘冨京U副‘艮行(新丸の内） 1,757,893次期繰謹金 8,022,653

車
■
『
４
尾
ザ
ロ

一
一
一

Ｔ
８
／畠 艮京URI銀行(定期預金） 2,000,000

1公、計． 10,022,653 合計 '10,022,653



収入の部

勘定科目 48期予算

A

前期繰越金 4,500,000

入会金｡会費収入 3,700,000

受取利息 3,500

雑収入 40,000

8,243,500

第48期予算

自2015(平成27)年4月1日至2016(平成28)年3月31日

支出の部

47期予算 予算比増減 勘定科目 48期予算

B A － B A

4,500,000 0 全国大会費 400,000

3,700,000 0支部研究発表会費 400,000

3,500 0
研究会活動支援費(成
果物印刷費）

0

40,000 0会報発行費 450,000

機関誌･論文集発行費 1,500,000

ﾎー ﾑﾍ゚ ｼー維持費 200,000

経済学会連合会分担金 35,000

経営関連学会協議会分担金 30,000

奥野記念基金繰入 0

理事会費 300,000

事務局運営費 600,000

旅費交通費(常任理事等） 700,000

通信費 200,000

消耗品費 50,000

学会賞費 50,000

理事選挙運営費

会員名簿発行費

プロジェクト費

震災関連シンポジュウム費

雑費 50,000

予備費 200,000

支出合計 5,165,000

次期繰越金

8,243,500 0支出｡繰越合計

奥野記念基金(47期･期首） 2,000,000

奥野記念基金(48期･期首） 2,000,000

(円）

47期予算 予算比増減

B A－B

400,000 0

330,000 70,000

200,000 △200,000

300,000 150,000

1,300,000 200,000

200,000 0

35,000 0

30,000 0

0 0

300,000 0

500,000 100,000

700,000 0

300,000 △100,000

150,000 A100,000

60,000 △10，000

0 0

0 0

0 0

0 0

50,000 0

100,000 100,000

4,955,000 210,000

3,288,500

8,243,500

回



[会務執行体制案］

本部長とSセクション体制

体制一すべての事業執行の司令塔

①「本部6セクション」の統括

②常任理事会の準備、理事会・総会資料の作成、学会史料の収集

③学会規約の継続的見直しと提案

｢担当」制を設ける。

eセクション

「本部長」の機能を、可能かつ有効な限り分割して執行できるように「

部」との電子媒体による。具体的な業務は本部においてマニュアル化する。

唾Tﾓﾗｦﾖｺ(総務･会計担当）
①会員と本部をつなぐ機能（会員からの問い合わせへの対応など）

②学会費の請求・督促

③入・出金管理

④会員管理一入退会、各種異動、会員の業績管理）、総合管理（入退会等を除く）等）

⑤『会報』『HP』等による学会内情報の管理

⑥学会業績の外部発信等（「学会パンフレット」の作成・配布、等

暉巨ﾓﾗｦﾖｺ(全国大会及び支部会の支援担当）
①全国大会の会場・日程のスケジュール、統一論題等の方向性の検討と決定

②支部会開催状況の把握、開催促進

暉百モラヲヨコ(機関誌『実践経営』編集担当）
①投稿論文の募集の受付、②査読プロセス、③査読結果の常任理事会への報告

④編集、⑤プロセスの改善

暉耳ﾓﾗｦﾖｺ(学会賞担当）
①募集要項の作成、②審査基準の見直し、③審査依頼､④常任理事への報告

暉百ﾓﾗｦﾖ三つ(学会創設so周年記念事業ならびに国際学会担当）

暉否ﾓﾗｦ三三"(上部･外部機関担当）
①経営関連学会協議会評議員、②経済学会連合評議員、③学術会議との関係以上

囮

すべて「本




















